
10　全会計の純資産変動計算書
 

試算結果について（詳細については、３９頁参照）

　　 ②地方税
　　　　　その年度の市税の収入額を計上しています。

                △ 　　　    　 1億円

　　 ⑥公共資産除売却損益
　　　　　公有財産の除却、売却による損益額で、本年度は主に建物・工作物の除却
　　　 に伴う損失額等を計上しています。

　　 ⑤補助金等受入
　　　　　国や県から受入れた補助金額を計上しています。

　　 ④その他行政コスト充当財源
　　　　　地方譲与税、諸収入等、上記以外の経常的歳入額を計上しています。

　　 ③地方交付税
　　　　　普通交付税は不交付のため、特別交付税のみを計上しています。

　　 ⑪無償受贈資産受入
　　　　　寄付等により、無償で取得した財産の増加額で、本年度は開発行為等により
　　　 無償で市に帰属された道路施設等の資産評価額等を計上しています。

　　 ⑧損失補償引当金繰入等
　　　　　出資法人等の損失補償債務に係る引当額の減少額を計上しています。

　　 ⑦投資損失
　　　　　投資及び出資金に係る減少額を計上しています。

　　 ⑩資産評価替えによる変動額
　　　　　売却可能資産の評価替等による評価額の増減額を計上しています。

　　 ⑨出資の受入・新規設立
　　　　　出資の受入、新規設立に係る額を表しています。

　普通会計に加えて、競輪事業、国民健康保険事業等の普通会計外の特別会計や
企業会計を連結した市全体の純資産変動計算書は、次のとおりです。

増減内容 増減額

                       4兆2,378億円  期末純資産残高

　　  ①純経常行政コスト

  　　③地方交付税

  　　④その他行政コスト充当財源

               △ 　　　　4,611億円
                   　　　　2,863億円

   期首純資産残高

  　　②地方税

                           　　　5億円

0億円

　　　　　　　　　　4兆1,970億円

                               410億円

  　　⑥公共資産除売却損益

  　　⑦投資損失

 　　 ⑫その他

                   　　　　    16億円  　　⑨出資の受入・新規設立

 　　 ⑩資産評価替えによる変動額

　　 ①純経常行政コスト
　　　　　経常的行政コストから、使用料・手数料等の受益者負担を差し引いた金額
　　　を計上しています。

  　　⑧損失補償引当金繰入等                     　　　　     4億円

 　　 ⑪無償受贈資産受入        　          　　　　    64億円

　　　⑤補助金等受入              　　 　　　   1,698億円
                △　　　　　　40億円

                0億円
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（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 4,197,020,948

純経常行政コスト △ 461,067,861

一般財源

地方税 286,295,541

地方交付税 469,642

その他行政コスト充当財源 40,956,326

補助金等受入 169,782,302

臨時損益

災害復旧事業費 0

公共資産除売却損益 △ 4,026,795

投資損失 0

収益事業純損失 0

損失補償引当金繰入等 378,568

出資の受入・新規設立 1,566,310

資産評価替えによる変動額 △ 117,114

無償受贈資産受入 6,481,108

その他 0

期末純資産残高 4,237,738,975

川崎市純資産変動計算書(全会計)

自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２２年３月３１日
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